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１ 令和７年度 予算編成方針 

 

１．現在の経営状況 

水道事業については、将来にわたって健全かつ安定した経営を確保するため、「今後の水道

事業経営」について神戸市上下水道事業審議会で１年間の審議を経た答申の内容をもとに、令

和６年度に平成９年度以来 27 年ぶりの料金改定と、平成 24 年度以来 12 年ぶりの企業債発行

を行った。これにより当面の投資財源の確保に目途をつけることができた一方で、人口減少や

世界的な物価高騰・燃料価格高騰の影響を正確に見込むことは難しいことから、引き続き経営

の効率化に努める必要がある。 

工業用水道事業についても、物価高騰・燃料価格高騰の影響により費用が増加しているなか、

受水企業への安定給水を維持していくためには、経営改善に努める必要がある。 

 

２．予算編成の考え方 

水道事業については、料金改定及び、企業債発行により確保した財源をもとに、「神戸水道経

営戦略」に掲げる基本方針に沿って、強靭な水道施設を構築するための計画的な更新や、適切

な維持管理を行う。また、わかりやすい広報や利用者の利便性向上、業務の効率化や人材の確

保・育成に取り組む。それにより、健全かつ安定した水道事業経営を確立し、市民の大切な財

産である水道施設を次の世代へ継承し、安全・安心な水を安定供給し続ける使命を果たしてい

く。 

工業用水道事業については、現行の「神戸市工業用水道個別施設計画（ビジョン）」が令和７

年度末に期間満了を迎えることに合わせ、現在の経営環境や老朽化した施設の更新計画も踏ま

えた新たな経営戦略の策定を行い、工業用水の安定供給に努めていく。 
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伸 び 率
（ ％ ）

業務の予定量

(1)

伸 び 率
（ ％ ）

166,782 千㎥／年 167,798 千㎥／年 ▲ 1,016 千㎥／年 ▲ 0.6

829,259 戸（箇所） 826,638 戸（箇所） 2,621 戸（箇所） 0.3

(2)

伸 び 率
（ ％ ）

15,272 千㎥／年 15,594 千㎥／年 ▲ 322 千㎥／年 ▲ 2.1

90,324 ㎥／日 93,192 ㎥／日 ▲ 2,868 ㎥／日 ▲ 3.1

74 工場 73 工場 1 工場 1

（単位　千円）

一 日 平 均 契 約 水 量 ( ㎥ / 日 )

給 水 工 場 数 ( 年 度 末 )

給　　　水　　　量

区　　　　分 比 較 増 ▲ 減
令 和 ６ 年 度

予 定

令 和 ７ 年 度
予 定

令 和 ６ 年 度
予 定

比 較 増 ▲ 減

令 和 ７ 年 度
予 定

水 道 事 業

水 道 事 業

収 益 的 支 出

給 水 戸 ( 箇 所 ） 数

工 業 用 水 道 事 業

給　　　水　　　量

２

３

財政規模

区　　　　分

収 益 的 支 出

財 政 規 模

工 業 用 水 道 事 業

1,784,211

1,166,068

資 本 的 支 出

資 本 的 支 出

区　　　　分

6,277

176,091

37,690,388 5.7

19.6

2,950,279 2,767,911

989,977

1,777,934

17.8

0.4

4,581,961

2,035,372

27,976,474 23,394,513

35,655,016

11.265,666,862 59,049,529 6,617,333

6.6182,368

令 和 ６ 年 度
予 定

比 較 増 ▲ 減
令 和 ７ 年 度

予 定

11.06,799,70161,817,44068,617,141
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４  令和７ 年度 重点施策 

 

１ ． 蛇口から いつでも 水が飲める 強靭な水道の構築 

 震災を教訓に、 地震など 近年多発する 様々な自然災害に備える ため、 老朽化し た 

水道施設の更新・ 耐震化やバッ ク アッ プ機能の強化を 実施し ま す。  

 

（ １ ） 水道施設の計画的な更新・ 再編 

 
 

① 上ヶ 原浄水場の再整備 6,547 百万円（ 総事業費 18,200 百万円）  

上ヶ 原浄水場は自己水源である 千苅貯水池から ポンプを介さ ず高低差によ り 浄水場ま で送水が可能な

こ と から 、 エネルギー効率に優れた重要な浄水場です。  

大正６ 年度に供用を開始し ま し たが、老朽化が進んでいる こ と から 、令和元年度よ り 再整備事業を進め

ています。再整備では、場内の高低差を生かし た施設配置に見直すこ と で、浄水場から 市内への送水にお

いても ポン プを 必要と し ない自然流下での送

水を可能と し 、 さ ら なる 動力費の削減及び環境

負荷の低減を実現し ま す。 また、 自家発電設備

の導入によ り 広域停電時においても 浄水場の

運転継続を可能と し ま す。  

事業手法には、 民間事業者に設計・ 建設・ 運

転管理を一括し て委ねる Ｐ Ｆ Ｉ を導入し 、 効率

的な施設運用や整備コ ス ト の削減を図り ま す。  

（ 施設完成： 令和８ 年７ 月予定、 運転管理委託： 令和８ 年８ 月から 15 年間の予定）  

-4-



整備前後の比較イ メ ージ（ ５ 拡送水ト ンネル停止時）  

② ４ 拡送水ト ンネルの更生 11 百万円（ 総事業費 21,600 百万円）  

昭和 39 年に供用を開始し た４ 拡送水ト ンネルは、阪神水道企業団から 供給さ れる 水道水を市内へ運ぶ

重要な送水幹線です。 供用開始から 60 年が経過し 、 施設の老朽化が進んでいる こ と から 、 東灘区（ 西天

上川） から 中央区 (再度第３ 接合井)の間のト ンネル内に耐震性の高い送水管を挿入する 工事に令和７ 年

度から 着手し ま す。  

こ の更生によ り 、上流の阪神水道区間と 連続し た耐震性のある 送水ルート が確立さ れ、大容量送水管と

合わせた主要送水幹線の安定性が向上する こ と で、 約 50 万人相当の断水リ ス ク を低減でき ま す。  

（ 令和 12 年度完成予定）  

 
４ 拡送水ト ンネル 

 

③ 奥畑妙法寺連絡管整備 324 百万円（ 総事業費 8,700 百万円）  

市内西部地域への送水を担う ２ 本の送水ト ンネル（ ３ 拡送水ト ンネル、５ 拡送水ト ンネル） を連絡する

送水連絡管の整備を、 令和２ 年度から シールド 工法を用いて進めていま す。 令和６ 年度にシールド ト ン

ネルが完成し 、 令和７ 年度よ り その内側に耐震性の高い送水管を挿入する 工事に着手し ます。  

こ の整備によ り 、 ２ 本の送水ト ンネルのど ちら かが災害や施設更新等によ り 停止し た場合に、 須磨区・

垂水区・ 西区などへのバッ ク アッ プが可能と なり ま す。 ５ 拡送水ト ンネルが停止し た場合には約 18 万人

相当、 ３ 拡送水ト ンネルが停止し た場合には約８ 万人相当の水を送る こ と ができ ま す。  

（ 令和９ 年度完成予定）  
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奥平野低層配水池 西神低層配水池 

④ 配水池の更新 65 百万円（ 総事業費 10,200 百万円）  

市街地などの人口が集中する エリ アへの給水を担う 主要な配水池の更新を順次行い、 市民生活と 経済

活動を支えていき ます。 令和７ 年度は奥平野低層配水池と 西神低層配水池の更新を進めま す。  

 三宮・ 元町地区を中心に約 15 万人相当の水を供給する 奥平野低層配水池は、 明治 33 年築造のため耐

震性を有し ておら ず、 老朽化も 進んでいま す。 更新に合わせて耐震化を行う こ と で、 平常時・ 非常時の安

定供給を確保し ま す。  

伊川谷地区を中心に約 3 万人相当の水を供給する 西神低層配水池は、 １ 池構造のため、 運用を停止し

た点検等が難し く 、災害時・ 事故時のリ ス ク も 高い施設です。移転更新によ り ２ 池構造と する と と も に、

水源の異なる ２ 系統の入水ルート を確保する こ と で、 安定供給を維持し ま す。  

（ 奥平野低層配水池： 令和 13 年度完成予定、 西神低層配水池： 令和９ 年度完成予定）  
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⑤ 配水管の更新・ 耐震化 8,056 百万円 

高度経済成⾧期に布設し 老朽化し ている 大量の配水管の更新・ 耐震化を進める ため、 令和９ 年度ま で

に、 年間 40km 相当（ ※） の更新延⾧から 、 50km 相当に段階的にペース アッ プを進めま す（ 令和 7 年度

は 44km 相当の事業費）。  

 ま た、耐震化を効果的に実施する ため、避難所等の重要施設に接続する 配水管や、事故時の影響が大き

い配水池の根元にある 配水管の更新・ 耐震化を優先的に実施し ていき ま す。  

 なお、 更新・ 耐震化にあたっては水需要の減少を踏まえ、 安定供給が確保でき る 範囲において、 配水管

のダウ ンサイ ジングを実施する など、 配水管網の再構築を行い、 更新費用が安価と なる 取り 組みも 実施

し ていき ます。  

※配水管工事の平均口径（ 150～200mm） に換算し た延⾧  

 
 

更新基準年数ごと の配水管延⾧  （ 令和 5 年度末現在総延⾧ ： 約 4,897km）  

将来の更新需要を把握し 、 管路更新を実施し ていき ま す。  
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⑥ 施設の統廃合 456 百万円（ 総事業費 800 百万円）  

一部の地域では、 水需要の減少によ って高度経済成⾧期に整備し た水道施設の規模を見直す必要があ

り ま す。 そこ で、 水道施設を廃止し て他の施設でその機能を代替する “施設の統廃合”を行い、 更新が必要

な施設の数を減ら すこ と で、 施設の維持管理や更新費用の縮減を図り ま す。 令和 7 年度は東灘区の六甲

山麓で水道施設の統廃合に必要な管路整備を進めま す。  
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（ ２ ） 適切な維持管理 

① 施設の適切な維持管理 

(ⅰ) 配水池等内面防水工事 844 百万円 
配水池や浄水池などの耐久性や水密性を維持する た

め、 適切な点検のも と 損傷や劣化が進行する 前に、 補

修や防水塗装の更新等の予防保全に取り 組みま す。  

（ 令和７ 年度配水池等内面防水工事： ４ 施設）  

 
配水池の内面 

 

(ⅱ) 管路の漏水調査 9 百万円 

突発的な漏水事故によ る 断水や道路陥没を防ぐ た

め、 管路の重要度や経過年数に応じ た頻度で定期的に

漏水調査を行いま す。  

ま た、 漏水調査を効果的・ 効率的に行っていく た

め、 衛星画像などの新技術を活用し た新たな手法を調

査・ 検証し ていき ます。  

(令和７ 年度の漏水調査予定延⾧  約 1,200km ) 

 

 
漏水調査の様子 

 

(ⅲ) 水管橋およ び橋梁添架管の点検・ 塗装 214 百万円 

国が定めた水管橋の点検基準に従って、 異常箇所を早期に発見し 事故を予防する ため、 点検を実施し

ま す。（ 令和７ 年度の点検予定橋数 約 150 橋）  

ま た、 点検結果に基づき 塗装の更新等の予防保全を適切に行い、 水管橋の⾧寿命化を図り ま す。  

  

 橋梁点検車によ る 点検 ド ロ ーンによ る 点検 
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② 適切な水質管理 193 百万円 

水源から 蛇口まで切れ目なく 適切な水質検査を実施し 、 水質基準に適合し た安全安心な水道水を供給

し ま す。  

ま た、 水源における かび臭の発生や市民の関心が高く 水道水の安全に関わる 有機フッ 素化合物

（ PFAS） など についても 、 引き 続き 定期的・ 適切な検査と 情報発信を行い、 安心し て水道水をご利用

いただける よ う 努めていき ま す。  

水源における 水質調査              水道水の水質検査 
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２ ． 広報と コ ミ ュ ニケーショ ンの充実・ 強化 

 わかり やすい広報に努める と と も に、利用者のさ ら なる 利便性向上に向けて取り 組みま

す。  

 

（ １ ） 広報の充実・ 強化 26 百万円 

水道事業の特性や水道水の安全性、災害対策等の内容について、多様な広報媒体を活用し 、幅広い世代

に向けてわかり やすい情報発信を行います。  

① 多様な媒体を活用し た広報 

SNS 等での Web 広告やショ ート 動画を活用し 、 若年層を含めた市民の方に広く 情報を発信し ま

す。 広報内容に応じ てタ ーゲティ ングを行い、 効果の検証を行いながら よ り 効果的な広報を展開し ま

す。  

  
SNS 等 Web 広告イ メ ージ 

② 子ど も 向け広報 

ホームページのキッ ズページの充実や、 体験イ ベント を開催する こ と で、 将来を担う 子ども たちに

水道に興味をも っても ら える よ う な広報を実施し ま す。  

  

 
イ ベント イ メ ージ（ 漏水調査体験）  イ ベント イ メ ージ（ 水質試験）  
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（ ２ ） 利用者の利便性向上  

① 水道料金の Web 決済の導入 80 百万円 

水道局のポータ ルサイ ト である「 お客様サポート 」 で水道料金を通知し 、支払い決済ができ る 機能を導

入する こ と で、 お客様の利便性の向上と ペーパーレス 化に取り 組みます。（ 令和８ 年 1 月以降予定）  

そのほか、お客様から の漏水減免申請への電子申請の導入や口座振替対象金融機関の追加によ り 、さ ら

なる 利便性の向上をはかり ま す。  

Web 決済のイ メ ージ 

 
 

② 給水装置関連業務における DX の推進  

(ⅰ) AI 図面審査アプリ ケーショ ンの稼働 22 百万円 

給水装置工事審査における 審査精度の向上、 審査基準の統一化及び作業効率の向上によ る 審査期間の

短縮につなげる ため、 令和６ 年度に AI を活用し た図面審査アプリ ケーショ ン（ 職員向け） の稼働を開

始し まし た。  

令和７ 年度は、 こ の AI をイ ンタ ーネッ ト 環境に構築し 、 図面に必要事項が記入でき ている か申請者自

身が事前に確認でき る AI 図面審査アプリ ケーショ ン（ 事業者向け） の稼働を開始し 、 手戻り の減少など

申請者の利便性向上及び業務の効率化を推進し ま す。（ 令和７ 年度７ 月以降予定）  

 

(ⅱ) 図面作成アプリ ケーショ ンの稼働 16 百万円 

神戸市の審査基準に沿った給水装置工事図面の作図を支援する 図面作成アプリ ケーショ ンの稼働を開

始し 、 申請者の利便性向上及び業務の効率化を実現し ま す。（ 令和７ 年 10 月以降予定） また、 よ り 利用

し やすく する ための機能の追加や他の事業体でも 利用でき る ス キームの検討を行いま す。  

 

 

 

 

  

事業者向け 

(ⅱ)図面作成アプリ ケーショ ン 

令和７ 年度 稼働 

事業者向け 

(ⅰ)AI 図面審査アプリ ケーショ ン 

令和７ 年度 稼働 

職員向け 

(ⅰ)AI 図面審査アプリ ケーショ ン  

令和６ 年度 稼働 
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３ ． 経営の持続 

 将来にわたる 安定的な事業運営のため、水道技術の継承に必要な人材の育成・ 確保に取

り 組むと と も に、 人口減少に対応し たコ ンパク ト で効率的な事業経営を 目指し ま す。  

 

（ １ ） 持続可能な経営基盤の構築 

① 人材の確保・ 育成 35 百万円 

(ⅰ) 人材の確保 26 百万円  

全国的な少子高齢化によ る 生産年齢人口の減少によ り 技術職員の確保が厳し い状況の中、 水道の未来

を支える 人材を確保する ため、 水道のス ペシャ リ ス ト である 「 水道技術職」 の仕事のやり がいや魅力を

様々なツールを活用し て広く 発信し 、 積極的な採用活動に取り 組みます。  

 
      

 

(ⅱ) 人材の育成 ９ 百万円  

ベテラ ン職員の大量退職が避けら れない状況下で、技術継承が喫緊の課題と なっていま す。日常業務を

通じ た教育訓練を基本と し つつ、 神戸水道の特色や水道事業に特有の専門性を向上さ せる ための独自研

修などに重点的に取り 組みま す。  

加えて、個々の能力を十分に発揮でき る 職場環境を整備し 、組織と し ての総合力を高める ため、マネジ

メ ント 研修等を実施し 、 誰も が働き やすい職場環境づく り を進めま す。  

  

採用ポス タ ー 採用説明会の様子 
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② 業務の見直し ・ 効率化 

(ⅰ) 管路情報管理シス テムの更新 12 百万円 

PC やソ フト ウ ェ アの性能向上、 モバイ ル端末での図面閲覧等によ り 、 業務の効率化を図る ため、 令

和 10 年度の新システム稼働を目指し 、 最適な業務のあり 方の検討と と も に更新の準備を進めていき ま

す。  

※管路情報管理シス テム 

地図情報上に埋設さ れている 水道管の位置・ 管種・ 口径・ 布設時期などの情報を搭載し 、 市内全域の

配水管網の情報を一元的に管理する シス テム。  

 

再構築ス ケジュ ール（ 予定）  

 
 

(ⅱ) 営業オンラ イ ンシス テムの更新 18 百万円 

決裁の電子化や IoT 技術などの導入によ り 業務の効率化を図る ため、 令和 12 年度の新システム稼働

を目指し 、 最適な業務のあり 方の検討と と も に更新の準備を進めていき ま す。  

 

再構築ス ケジュ ール（ 予定）  
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４ ． 工業用水道事業の経営 

 現在の経営環境や施設の更新計画を踏ま えた新たな経営戦略を 策定し 、工業用水の安

定供給に努めていき ま す。  

 

経営戦略の策定 ５ 百万円 

平成 28 年３ 月に策定し た計画期間を 10 年間（ 平成 28 年度～令和 7 年度） と する 「 神戸市工業用水

道個別施設計画（ ビジョ ン）」 が、 令和７ 年度末に期間満了と なり ま す。  

現在、 工業用水道の使用水量や料金収入については、 全国的には右肩下がり の傾向と なる 中で、 本市

では例年と 同レ ベルを維持し ていま す。 一方、 こ れま でも 計画的に施設更新を行ってき まし たが、 今後

も 事業の安定的な運営のための施設更新や、 近年の物価高騰への対応が必要と なり ま す。  

令和 7 年度は、 今後の施設整備等を見据えた新たな経営戦略を策定し 、 経営基盤の強化と 安定経営の

確立に取り 組みま す。  

 

 

 

工業用水道管路図 
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（１） （単位　千円）

令 和 ７ 年 度
予 定 額

令 和 ６ 年 度
当 初 予 算 額

比 較 増 ▲ 減 伸び率（％） 　　　　説　　　　　　　明　　　

35,999,067 33,206,959 2,792,108 8.4 水道料金収入

1,432,303 1,369,051 63,252 4.6 下水道使用料徴収負担金等

213,308 129,326 83,982 64.9
給水装置の新設及び修繕等の工事受託
による収入

53,139 30,339 22,800 75.2
阪神水道企業団に繰出すための一般会計繰入
金、児童手当に係る一般会計補助金等

414,002 413,889 113 0.0 給水装置の新設、増径に伴う分担金

200,000 200,000 0 0.0 基金からの繰入金

3,063,781 2,952,434 111,347 3.8
減価償却等に対応する長期前受金の
収益化

243,063 228,171 14,892 6.5 阪神水道企業団からの返還金等

663,615 543,179 120,436 22.2 施設使用料、不用品売却収益等

4,615,785 4,092,325 523,460 12.8

12,040,214 12,160,928 ▲ 120,714 ▲ 1.0
阪神水道企業団及び兵庫県水道用水供
給事業に対する受水に要する費用

11,111,711 11,232,425 ▲ 120,714 ▲ 1.1

928,503 928,503 0 0.0

1,742,066 1,527,225 214,841 14.1 浄水・送水等に要する動力費

6,447,379 5,557,082 890,297 16.0
施設の維持管理、料金徴収、その他業務
に要する諸費用

11,387,454 10,993,936 393,518 3.6 固定資産に対する減価償却費

603,264 538,550 64,714 12.0
固定資産の除却損及びたな卸資産の
減耗費

474,723 413,792 60,931 14.7 企業債利息

9,743 6,984 2,759 39.5 阪神水道企業団に対する繰出金

19,493 13,927 5,566 40.0 水道料金の更正減額等

350,267 350,267 0 0.0 消費税及び地方消費税納付額等

▲ 1,305,754 ▲ 1,070,323 ▲ 235,431 ▲ 22.0

特 別 利 益

動 力 費

水 道 事 業 費 用

そ の 他 収 入

繰 出 金

そ の 他 支 出

水道事業会計予算の概要

人 件 費 ・ 賃 金

区 分

収 益 的 収 支

５

水 道 事 業 収 益

分 担 金

基 金 繰 入 金

長 期 前 受 金 戻 入

他 会 計 負 担 金

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

一 般 会 計 繰 入 金 等

純 損 益

消 費 税 調 整 額

物 件 費
（ 賃 金 ・ 動 力 費 除 く ）

兵庫県水道用水供給事業

受 水 費

阪 神 水 道 企 業 団

資 産 減 耗 費

減 価 償 却 費

純 損 益
（長期前受金戻入除く）

34.3

42,282,278 39,073,348 3,208,930 8.2

37,690,388 2,035,372 5.735,655,016

136.8

支 払 利 息 及
企 業 債 取 扱 諸 費

222,355 ▲ 604,425 826,780

4,591,890 3,418,332 1,173,558

3,286,136 2,348,009 938,127 40.0

差 引

特 別 損 失
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（２）
（単位　千円）

令 和 ７ 年 度
予 定 額

令 和 ６ 年 度
当 初 予 算 額

比 較 増 ▲ 減 伸び率（％） 　　　　説　　　　　　　明　　　

19,682,338 11,490,647 8,191,691 71.3

600 0 600 皆増

10,400,000 6,800,000 3,600,000 52.9

2,491,907 903,940 1,587,967 175.7
団地給水に伴う工事負担金、配水管移設
工事負担金等

213,514 447,581 ▲ 234,067 ▲ 52.3
水道施設整備事業等に充当する国庫補助
金

118,404 455,529 ▲ 337,125 ▲ 74.0

20,729 23,289 ▲ 2,560 ▲ 11.0 基金運用益

6,128,317 2,548,917 3,579,400 140.4 建設改良費に充当する基金繰入金

22,972 14,373 8,599 59.8 融資制度預託金返還金

285,895          297,018         ▲ 11,123 ▲ 3.7 阪神水道企業団からの返還金

27,976,474 23,394,513 4,581,961 19.6

25,855,484 21,182,982 4,672,502 22.1

11,365,223 7,806,444 3,558,779 45.6 基幹施設の整備工事費

9,591,878 9,223,965 367,913 4.0 配水管の新設、取替及び移設工事費等

1,724,798 373,465 1,351,333 361.8 開発者負担による団地の配水施設工事費

187,567 209,359 ▲ 21,792 ▲ 10.4 建物の改良工事費

2,201,023 2,610,043 ▲ 409,020 ▲ 15.7
貯水場、浄水場及び配水場等の施設改良
工事費等

784,995 959,706 ▲ 174,711 ▲ 18.2 メーター等購入費

1,682,138 1,767,674 ▲ 85,536 ▲ 4.8 企業債償還元金

20,729 23,289 ▲ 2,560 ▲ 11.0 水道事業基金造成費

418,123 420,568 ▲ 2,445 ▲ 0.6 一般会計に対する繰出金等

▲ 8,294,136 ▲ 11,903,866 3,609,730 30.3

資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額8,294,136千円は、損益勘定留保資金等で補てんするものとする。

企 業 債

配 水 管 整 備
増 強 工 事 費

貸 付 金 返 還 金

基 金 収 入

資 本 的 支 出

基 金 繰 入 金

雑 収 入

建 設 改 良 費

一 般 会 計 繰 入 金 等

差 引

基 幹 施 設
整 備 工 事 費

貯 浄 配 水 施 設
改 良 工 事 費

固 定 資 産 費

そ の 他 支 出

企 業 債 償 還 金

投 資 （ 基 金 積 立 ）

開 発 団 地 等
施 設 工 事 費

建 物 改 良 工 事 費

資 本 的 収 支

固 定 資 産 売 却 代 金

区 分

国 庫 補 助 金

工 事 負 担 金

資 本 的 収 入
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（１） （単位　千円）

令 和 ７ 年 度
予 定 額

令 和 ６ 年 度
当初予算額

比較増▲減
伸 び 率
（ ％ ）

　　　　説　　　　　　　明　　　

1,543,267 1,594,609 ▲ 51,342 ▲ 3.2 工業用水道料金収入

27,845 18,772 9,073 48.3 給水管引込工事受託等による収入

105,744 108,141 ▲ 2,397 ▲ 2.2
減価償却等に対応する長期前受金の
収益化

52,295 50,774 1,521 3.0 西宮市からの共同施設維持分担金等

218,359 218,654 ▲ 295 ▲ 0.1

250,503 200,816 49,687 24.7 浄水・送水等に要する動力費

517,030 488,224 28,806 5.9
工業用水道施設の維持管理に要する
諸費用等

697,547 691,856 5,691 0.8 固定資産の減価償却費

2,699 2,707 ▲ 8 ▲ 0.3 固定資産の除却損

57,963 53,485 4,478 8.4 企業債利息及び企業債取扱諸費

110 110 0 0.0

40,000 122,082 ▲ 82,082 ▲ 67.2 消費税及び地方消費税納付額

▲ 40,981 ▲ 45,705 4,724 10.3

６

差 引

純 損 益

工業用水道事業会計予算の概要

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他 収 入

区 分

収 益 的 収 支

長 期 前 受 金 戻 入

支 払 利 息 及
企 業 債 取 扱 諸 費

減 価 償 却 費

工 業 用 水 道 事 業 収 益

工 業 用 水 道 事 業 費

人 件 費

物 件 費
（ 動 力 費 除 く ）

動 力 費

特 別 損 失

▲ 159,484

資 産 減 耗 費

そ の 他 支 出

消 費 税 調 整 額

純 損 益
（長期前受金戻入除く）

▲ 201,785

▲ 96,041 ▲ 51,343

▲ 5,638▲ 55,060

▲ 26.5▲ 42,301

1,729,151 1,772,296 ▲ 43,145 ▲ 2.4

1,784,211 0.46,277

876.6

87.1▲ 44,698

▲ 49,422

1,777,934
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（２）
（単位　千円）

令 和 ７ 年 度
予 定 額

令 和 ６ 年 度
当初予算額

比較増▲減
伸 び 率
（ ％ ）

　　　　説　　　　　　　明　　　

401,957 687,440 ▲ 285,483 ▲ 41.5

390,000 460,000 ▲ 70,000 ▲ 15.2
工業用水道施設整備事業に充当する
企業債

4,957 5,500 ▲ 543 ▲ 9.9 配水管移設等工事負担金

7,000 67,500 ▲ 60,500 ▲ 89.6
工業用水道施設整備事業に充当する
国庫補助金

0 154,440 ▲ 154,440 ▲ 100.0 撤退企業からの減量負担金

1,166,068 989,977 176,091 17.8

887,462 738,874 148,588 20.1
取水、浄水及び配水施設の新設及び
改良工事費等

248,606 221,103 27,503 12.4 企業債償還元金

30,000 30,000 -                -             

▲ 764,111 ▲ 302,537 ▲ 461,574 ▲ 152.6

資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額764,111千円は､損益勘定留保資金等で補てんするものとする。

差 引

資 本 的 収 支

区 分

資 本 的 収 入

企 業 債 償 還 金

国 庫 補 助 金

工 事 負 担 金

企 業 債

建 設 改 良 費

減 量 負 担 金

そ の 他 支 出

資 本 的 支 出
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経営企画課 経営企画課

課長(調査・広報担当) 課長(水道政策担当)

配水課 配水課

課長(給水担当)

係長(５)

給水課

課長(審査検査担当)

係長(４)

浄水統括事務所 浄水統括事務所

課長(送水管理担当)

係長(４)

施設課

係長(４)

設備課

係長

課長(設備担当) 課長(電気担当)

係長 係長(２)

課長(機械工事担当) 課長(機械担当)

係長

課長(施設工事担当)

係長(３)

現　行 改　正　案

（水道局）


